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1. 　訪問系サービス

利用者のニーズに応じて、訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護を提供するサービス）の確保と事業所への指導によるサービスの向上に努めます。
	サービス名
	内　　　　　容

	居宅介護
	障がいのある人に対し、居宅において、入浴、排せつ、食事、通院などの介護、調理、洗濯、掃除などの家事、生活などに関する相談や助言、その他の生活全般にわたる援助を行うサービスです。

	重度訪問介護
	重度の肢体不自由、知的障がい、精神障がいのため、常時介護を必要とする人に対し、居宅や入院時において、長時間にわたり生活全般の介護や移動中の介護を総合的に行うサービスです。

	同行援護
	視覚障がいにより、移動が著しく困難な人の外出時に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ、食事の介護などの援助を行うサービスです。

	行動援護
	自己判断力が制限されている人（自閉症、てんかんなどの重度の知的障がいのある人や統合失調症などの重度の精神に障がいのある人であって、危険回避ができない、自傷、異食、徘徊などの行動障がいに対する援護を必要とする人）が行動する際の危険を回避するための援護や移動中の介護を行うサービスです。

	重度障害者等
包括支援
	常時介護を要する障がいのある人で、介護の必要の程度が著しく高い人に対し、居宅介護や重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助を包括的に行うサービスであり、緊急のニーズにも臨機応変に対応することのできるサービスです。


①　第４期計画と実績
「居宅介護」は、利用者数、利用延時間数ともに、やや増加しているものの、計画を下回って推移しています。
「重度訪問介護」は、利用者数、利用延時間数ともに、ほぼ横ばいで、計画をやや下回って推移しています。
「同行援護」は、利用者数、利用延時間数ともに、ほぼ計画どおりに推移しています。
「行動援護」は、利用者数、利用延時間数ともに、ほぼ横ばいで、計画を下回って推移しています。
「重度障害者等包括支援」は、県内に事業所がなく、利用実績もありません。
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　訪問系サービスの第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	居宅介護
	利用者数 (人／月)
	439
	389
	485
	424
	536
	458

	
	利用延時間数(時間／月)
	7,678
	7,075
	8,338
	7,310
	9,055
	7,849

	重度訪問介護
	利用者数 (人／月)
	12
	10
	13
	10
	14
	11

	
	利用延時間数(時間／月)
	3,557
	3,238
	3,859
	3,693
	4,161
	3,730

	同行援護
	利用者数 (人／月)
	73
	73
	76
	80
	79
	83

	
	利用延時間数(時間／月)
	1,952
	1,967
	2,011
	2,042
	2,071
	2,208

	行動援護
	利用者数 (人／月)
	6
	6
	8
	5
	10
	6

	
	利用延時間数(時間／月)
	150
	97
	200
	97
	250
	97


②　見込量
平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、「居宅介護」「同行援護」「重度訪問介護」「行動援護」のいずれもやや増加すると見込みます。
　訪問系サービスの見込量
	区　　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	居宅介護
	利用者数 (人／月)
	488
	521
	556

	
	利用延時間数(時間／月)
	8,397
	8,968
	9,578

	重度訪問介護
	利用者数 (人／月)
	12
	13
	14

	
	利用延時間数(時間／月)
	3,935
	4,173
	4,425

	同行援護
	利用者数 (人／月)
	89
	94
	99

	
	利用延時間数(時間／月)
	2,296
	2,380
	2,467

	行動援護
	利用者数 (人／月)
	6
	13
	14

	
	利用延時間数(時間／月)
	97
	208
	227


③　見込量の確保策
「居宅介護」は、市内に62カ所（平成29年４月１日現在）の提供事業所、「重度訪問介護」は、市内に54カ所（平成29年４月１日現在）の提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、介護保険サービス事業所（訪問介護事業所）からの参入が今後も見込まれることから、見込量は確保できると考えます。
「同行援護」は、市内に16カ所（平成29年４月１日現在）の提供事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。
「行動援護」は、市内に６カ所（平成29年４月１日現在）の提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、事業所を対象にした状況調査（以下「事業所状況調査」といいます。）において、事業の実施を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。なお、著しく行動に障がいのある人の生活を支援するため、支援者養成研修への参加を働きかけ、サービスの向上を図ります。
なお、「重度障害者等包括支援」は、県内に提供事業所がなく、利用実績もないため、見込みもありません。


　日中活動系サービス

利用者のニーズに応じて、日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、療養介護、短期入所を提供するサービス）の確保と、必要に応じて事業所への指導によるサービスの向上に努めます。

　生活介護
常時介護を必要とする障害支援区分が一定以上の障がいのある人に対し、主として昼間に、障害者支援施設や生活介護事業所において、入浴や排せつ、食事の介護を行うとともに、創作的活動、生産活動の機会などを提供するサービスです。このサービスは、施設入所者も利用できます。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、ほぼ計画どおりに推移しています。
　生活介護の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	786
	803
	806
	820
	822
	827

	利用延日数（日／月）
	14,886
	15,145
	15,264
	15,394
	15,566
	15,591


②　見込量
特別支援学校高等部卒業生による新規利用など、平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き、若干増加すると見込みます。
　生活介護の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	847
	860
	877

	利用延日数（日／月）
	15,819
	16,126
	16,438


③　見込量の確保策
市内に25カ所（定員数660、平成29年４月１日現在）の生活介護提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、事業所状況調査において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、必要に応じて支援するなどし、見込量の確保に努めます。

　自立訓練（機能訓練）
自立訓練（機能訓練）は、病院を退院し、身体的リハビリテーションの継続や社会的リハビリテーションの実施が必要な身体に障がいのある人、また、特別支援学校を卒業し、社会的リハビリテーションの実施が必要な身体に障がいのある人に対し、地域生活を営む上で必要な身体機能の維持、回復などのための訓練を行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、おおむね計画どおりに推移しています。
　自立訓練（機能訓練）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	1
	1
	1
	1
	1
	1

	利用延日数（日／月）
	22
	17
	22
	16
	22
	13


②　見込量
平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推移すると見込みます。
　自立訓練（機能訓練）の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	1
	1
	1

	利用延日数（日／月）
	20
	20
	20


③　見込量の確保策
県内に自立訓練（機能訓練）提供事業所はありませんが、県外の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。

　自立訓練（生活訓練）
自立訓練（生活訓練）は、病院や施設を退院、退所した人、また、特別支援学校を卒業した人のうち、社会的リハビリテーションの実施が必要な知的や精神に障がいのある人に対し、地域生活を営む上で必要な生活能力の維持、向上などのための訓練を行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、やや増加しており、計画を上回って推移しています。
　自立訓練（生活訓練）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	27
	27
	27
	34
	27
	37

	利用延日数（日／月）
	411
	466
	411
	523
	411
	558


②　見込量
平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き、やや増加すると見込みます。
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	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	42
	45
	49

	利用延日数（日／月）
	617
	676
	740


③　見込量の確保策
市内に３カ所（定員数60、平成29年４月１日現在）の自立訓練（生活訓練）提供事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。

　宿泊型自立訓練（生活訓練）
宿泊型自立訓練（生活訓練）は、社会的リハビリテーションの実施が必要な知的や精神に障がいのある人に対し、居住の場を提供し、家事などの日常生活能力向上のための訓練や生活に関する相談、助言を行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、やや増加しており、計画を上回って推移しています。
　宿泊型自立訓練（生活訓練）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	13
	14
	13
	18
	13
	20

	利用延日数（日／月）
	332
	348
	332
	487
	332
	537


②　見込量
平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き、やや増加すると見込みます。
　宿泊型自立訓練（生活訓練）の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	23
	25
	26

	利用延日数（日／月）
	591
	638
	689


③　見込量の確保策
市内に２カ所（定員数40、平成29年４月１日現在）の宿泊型自立訓練（生活訓練）提供事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。

　就労移行支援
就労移行支援は、一般就労を希望する障がいのある人に対し、生産活動やその他の活動の機会を通じて、一般就労に必要な知識や能力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、やや増加していますが、計画を下回って推移しています。
　就労移行支援の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	86
	77
	96
	75
	106
	90

	利用延日数（日／月）
	1,376
	1,190
	1,536
	1,183
	1,696
	1,431


②　見込量
厚生労働省が示す基本指針において、平成32年度末の就労移行支援の利用者数は、平成28年度末の利用者数の２割以上の増加を目指すとしていますが、岐阜市においては４割の増加を見込みます。
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	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	95
	100
	105

	利用延日数（日／月）
	1,510
	1,590
	1,669


③　見込量の確保策
市内に15カ所（定員数224、平成29年４月１日現在）の就労移行支援提供事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。
引き続き、ハローワークや特別支援学校、相談支援事業所などの関係機関等との連携により、就労移行支援のさらなる利用促進を図ります。

　就労継続支援（Ａ型）
就労継続支援（Ａ型）は、一般企業による雇用等が困難な障がいのある人に対し、雇用契約などに基づく就労の機会を提供するとともに、生産活動やその他の活動の機会の提供を通じて、その知識や能力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、大きく増加しており、計画を上回って推移しています。
　就労継続支援（Ａ型）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	361
	426
	397
	520
	433
	579

	利用延日数（日／月）
	6,967
	8,351
	7,662
	9,987
	8,357
	11,312


②　見込量
[bookmark: _Ref214468671]平成29年度から就労継続支援（Ａ型）事業所の指定基準等の見直しが行われたものの、平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえると、今後も、やや増加すると見込みます。
　就労継続支援（Ａ型）の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	603
	621
	634

	利用延日数（日／月）
	11,766
	12,105
	12,361


③　見込量の確保策
市内に39カ所（定員数720、平成29年４月１日現在）の就労継続支援（Ａ型）提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、事業所状況調査において、施設整備を予定している事業所があること、また、今後も新規事業者の参入が見込まれることから、見込量は確保できると考えます。


　就労継続支援（Ｂ型）
就労継続支援（Ｂ型）は、一般企業による雇用等が困難な障がいのある人に対し、就労の機会を提供するとともに、生産活動やその他の活動の機会の提供を通じて、その知識や能力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、ほぼ計画どおり推移しています。
　就労継続支援（Ｂ型）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	585
	577
	598
	610
	610
	660

	利用延日数（日／月）
	10,764
	10,694
	11,003
	11,203
	11,224
	12,194


②　見込量
特別支援学校高等部卒業生による新規利用など、平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き、やや増加すると見込みます。
　就労継続支援（Ｂ型）の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	700
	736
	775

	利用延日数（日／月）
	12,849
	13,528
	14,243


③　見込量の確保策
市内に33カ所（定員数801、平成29年４月１日現在）の就労継続支援（Ｂ型）提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、事業所状況調査において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、必要に応じて支援するなどし、見込量は確保できると考えます。

　就労定着支援
就労定着支援は、就労移行支援等の利用を経て、一般企業に雇用された障がいのある人に対し、一般就労に伴う生活の課題に対応できるよう、一般企業との連絡調整等の支援を一定期間にわたり行うもので、平成30年度から開始されるサービスです。
①　見込量
障がい者関係団体等との意見交換の結果等を踏まえ、次のとおり見込みます。
　就労定着支援の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	26
	52
	78


②　見込量の確保策
事業所状況調査において、事業の実施を予定または検討している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。

　療養介護
療養介護は、医療を要する障がいのある人であって常時介護を要する人に対し、主として昼間に、機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理下における介護、日常生活の世話を医療機関で行うサービスです。
①　第４期計画と実績
利用者数は、ほぼ計画どおりに推移しています。
　療養介護の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	39
	39
	41
	42
	41
	45


②　見込量
障害児入所施設からの移行など、平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き、若干増加すると見込みます。
　療養介護の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	46
	48
	50


③　見込量の確保策
市内に１カ所（定員数60、平成29年４月１日現在）の療養介護提供事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。

 短期入所（ショートステイ）
短期入所（ショートステイ）は、居宅において介護を行う人の疾病やその他の理由により、障がいのある人が施設へ短期間入所し、入浴、排せつ、食事の介護などを受けるサービスで、「福祉型」と「医療型」の２種類があります。なお、親なき後を見据え、自立するための訓練として定期的に利用する場合もあります。
①　第４期計画と実績
「福祉型」は、利用者数、利用延日数ともに、ほぼ横ばいで、計画を下回って推移しています。
「医療型」は、利用者数、利用延日数ともに、増加しており、計画を上回って推移しています。
　短期入所（ショートステイ）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	福祉型
	利用者数（人／月）
	124
	112
	124
	113
	169
	112

	
	利用延日数（日／月）
	525
	436
	525
	392
	705
	430

	医療型
	利用者数（人／月）
	44
	43
	44
	52
	44
	61

	
	利用延日数（日／月）
	133
	140
	133
	176
	133
	198


②　見込量
「福祉型」は、平成27年度から平成29年度までの利用実績はほぼ横ばいであるものの、介助者へのㇾスパイトとともに障がいのある人の自立のための訓練を含めたニーズがあることから、やや増加すると見込みます。
「医療型」は、平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、やや増加すると見込みます。
　短期入所（ショートステイ）の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	福祉型
	利用者数（人／月）
	118
	131
	131

	
	利用延日数（日／月）
	454
	502
	502

	医療型
	利用者数（人／月）
	79
	79
	79

	
	利用延日数（日／月）
	204
	204
	204


③　見込量の確保策
市内に18カ所（定員数54、平成29年４月１日現在）の短期入所（ショートステイ）提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、医療的ケアを必要とする障がいのある児童等の一時的な預け入れ先や介助者のレスパイトの観点から、新規事業者の参入の促進を図るなどし、見込量の確保に努めます。



　居住系サービス

[bookmark: _Ref215920401]利用者にとって、真に必要な施設入所支援のサービスの確保を図るとともに、地域における居住の場である共同生活援助（グループホーム）やひとり暮らしを支援する自立生活援助のサービスを確保することにより、施設入所や入院からの地域生活への移行や継続を支援します。

1. 　自立生活援助
自立生活援助は、施設入所や入院、グループホームの利用を経て、ひとり暮らしを希望する知的や精神に障がいのある人等に対し、地域生活を支援するため、定期的な巡回訪問や随時の対応など一定期間にわたり行うもので、平成30年度から開始されるサービスです。
①　見込量
障がい者関係団体等との意見交換の結果等を踏まえ、次のとおり見込みます。
　自立生活援助の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	13
	13
	19


②　見込量の確保策
事業所状況調査において、事業の実施を予定または検討している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。

　共同生活援助（グループホーム）
共同生活援助（グループホーム）は、障がいのある人に対し、主として夜間に共同生活を営む居宅において日常生活上の援助を行うサービスです。なお、昼間は、日中活動系サービス等を利用します。
①　第４期計画と実績
利用者数は、ほぼ計画どおり推移しています。
　共同生活援助（グループホーム）の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月)
	207
	206
	222
	221
	233
	239


②　見込量
[bookmark: _Ref214475423]平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、引き続き増加すると見込みます。
　共同生活援助（グループホーム）の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	266
	292
	318


③　見込量の確保策
市内に39カ所（定員数217、平成29年４月１日現在）の共同生活援助（グループホーム）提供事業所があり、現在の利用事業所に加え、事業所状況調査において、施設整備を予定している事業所があることから、必要に応じて支援するなどし、見込量の確保に努めます。

　施設入所支援
施設入所支援は、施設に入所する障がいのある人に対し、主として夜間に、入浴、排せつ、食事の介護などを行うサービスです。なお、昼間は、施設障害福祉サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型）を利用します。
①　第４期計画と実績
利用者数は、おおむね計画どおり推移しています。
[bookmark: _Ref216162445]　施設入所支援の第４期計画と実績
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月)
	425
	423
	424
	421
	423
	419


②　見込量
厚生労働省が示す基本指針において、平成28年度末の施設入所者数を平成32年度末までに２％以上削減するとしていますが、岐阜市においては、平成28年度末の施設入所者数421人のうち９人（2.1％）の減少を見込みます。
　施設入所支援の見込量
	区　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	利用者数（人／月）
	416
	414
	412


③　見込量の確保策
市内に６カ所（定員数260、平成29年４月１日現在）の施設入所支援提供事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。

　相談支援

障がいのある人の相談支援には、「計画相談支援」「地域移行支援」「地域定着支援」があります。「計画相談支援」は障害福祉サービスなどを利用するためのサービス等利用計画の作成や見直し、「地域移行支援」は入所している障がいのある人や入院している精神に障がいのある人が地域生活に移行するための相談、「地域定着支援」は施設・病院から退所・退院し、地域生活が不安定な障がいのある人に対して常時の連絡体制や緊急時の相談の支援等を行うサービスです。基幹相談支援センターの業務として、相談支援事業所との連携を強化するとともに、相談支援を行う人材育成や個別事例における専門的な助言、指導を行い、相談支援の質の向上に努めます。
①　第４期計画と実績
計画相談支援の利用者数は計画をやや上回って推移し、地域移行支援、地域定着支援の利用者数は、若干数となっています。
　相談支援の第４期計画と実績
	区　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	計画相談支援利用者数（人／月）
	530
	503
	421
	499
	434
	509

	地域移行支援利用者数（人／月）
	2
	0
	3
	0
	4
	1

	地域定着支援利用者数（人／月）
	2
	0
	3
	2
	4
	1


②　見込量
計画相談支援は、平成27年度から平成29年度までの利用実績等を踏まえ、若干増加し、地域移行支援、地域定着支援は、施設の入所者や病院の入院者の地域生活への移行により、若干数あると見込みます。
　相談支援の見込量
	区　　　分
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度

	計画相談支援利用者数（人／月）
	543
	571
	601

	地域移行支援利用者数（人／月）
	1
	1
	1

	地域定着支援利用者数（人／月）
	1
	1
	1


[bookmark: _GoBack]③　見込量の確保策
市内に33カ所（平成29年４月１日現在）の相談支援事業所があり、現在の利用事業所により、見込量は確保できると考えます。
